
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 
 

 

教育条件整備での共同を持ちかける好機に 
 7月4日マスコミ報道等されていますが、全国知事会、全国市長会、全国町村会の3団体が、7月3日に萩生田文部科学大臣に「新しい時代の学び

の環境整備に向けた緊急提言」を提出しました。コロナ禍下での新たな教育環境づくりに向け、地方自治体も国に必要な整備を要望しています。 

 

6 月に入り各地では、分散登校の形をとりつつ「学校再開」となりました。授業を同内容で2 回実施、子どもたちの安全のために使用教室・

施設の消毒作業、加えてオンライン授業の準備等と、「再開後の業務は『過重労働の状態』」という声が、全国私教連の実態調査にも多数届いてい

ます。この状況は公立学校でも同様です。この点について全国知事会、全国市長会、全国町村会の地方自治体3団体の長が、「新しい時代の学び

の環境整備に向けた緊急提言」と題した形で、教育条件整備要求を文部科学大臣に提出しました。 

 

 
 左が3団体の会長名でまとめ

られた「新しい時代の学びの環

境整備に向けた緊急提言」です。 

 公立小・中学校の普通教室の

平均面積を具体的に記し、「現在

の40 人学級では、感染予防の

ために児童・生徒間の十分な距

離を確保することが困難である

ことから」と事実を強調し、「少

人数学級により児童・生徒間の

十分な距離を保つことができる

よう教員の確保が是非とも必要

である」と大義を示して、要望

項目として「（１）少人数編制を

可能とする教育の確保」を1番

目に挙げています。 

 子どもたちの安全・安心につ

いては、「私学は自己責任で」と

言えるものではありません。 

 各自治体においても、この視

点に立って、私立学校へ通う子

どもたちのために、教員数確保

をはじめとした教育条件の向上

にむけた経常費助成（運営費助

成）の大幅拡充を訴えていきま

しょう。 
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